
令和７ 年度第１ 回相模原市まち・ ひと ・ し ごと 創生本部会議 
 

日 時： 令和７ 年１ １ 月２ ８ 日（ 金）   

１ ５ 時３ ０ 分～１ ７ 時３ ０ 分  

会 場： 第１ 特別会議室        

 

１  開会 

 

２  議題 

（ １ ） 重点テーマに係る 各検討会議における取組について 

・  少子化対策検討会議 

・  中山間地域対策検討会議 

・  雇用促進対策検討会議 

（ ２ ） デジタ ル田園都市対策検討会議における 取組について 

（ ３ ） その他 

・  令和６ 年度に報告し た事業の進捗状況について 

 

３  閉会 



相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議について

相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議

役割 地方版総合戦略の推進に関する事項を審議

○本部長 ：市長
○副本部長：副市長、教育長
○本部員 ：局・区長

検

討

体

制

約20.5億円
（R７年度：約19.5億円）

◎主な取組
【新規】
・朝の居場所づくり
・市立児童クラブの受入れ年

齢の拡大
・修学旅行費の保護者負担の

軽減
・メタバースの導入

【拡充】
・こども医療費助成制度
・子育てにやさしい公共施設

づくり

令
和
８
年
度
想
定
事
業

約11.3億円
（R７年度：約9.0億円）

◎主な取組
【新規】
・RX促進支援事業
・女性採用活動支援事業
・女性再就職支援事業

【拡充】
・教育・保育施設運営助成
・事業承継支援事業
・イノベーション創出推進

事業

各検討会議総事業費（概算） 約44億円 ※各部会の重複経費は除くため、合計金額とは一致しない。
（うち「新しい地方経済・生活環境創生交付金」活用予定事業見込額約6.1億円（×補助率1/2））

約11.2億円
（R７年度：約6.1億円）

◎主な取組
【新規】
・津久井エリアでのブレジャー
推進事業
(観光バス、大型横断幕など)

【拡充】
・中山間地域振興モデル地区事
業の推進(青根・小原)

・交通モード再編実証運行事業

【継続】
・道の駅の設置に係る検討

約1.7億円
（R７年度：約2.0億円）

◎主な取組
【新規】
・児童相談業務支援システム
導入

・メタバースの導入
・スマートロックシステムの
導入

・内郷診療所への電子受付シ
ステム等導入

・介護認定審査会のペーパー
レス化

デジタル田園都市
対策検討会議

座長：DX推進課長

地方創生の３検討会議と連携

中山間地域対策検討会議

座長：政策部長

雇用促進対策検討会議

座長：経済部長

少子化対策検討会議

座長：政策部長



少子化対策検討会議における
取組について

令和７年１１月２８日（金）
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次 第

１ 本市の少子化の現状について

２ 少子化対策に係る取組について

３ 令和８年度 少子化対策事業について

２



51 39 40 37 24 25 24 426 351 365 309 280 231 218 

1,225 
1,146 1,212 1,112 1,050 958 953 

1,799 
1,625 1,614 

1,602 
1,538 

1,468 1,410 

1,198 

1,116 1,041 
1,104 

970 
949 889 

301 

306 282 
270 

268 
225 

247 

6 

11 8 
6 

8 
8 

6 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

出生数（５歳階級別）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

〇出生数（全体）は一貫して減少傾向。特に、２０～３９歳の減少が大きい。
〇３０～３４歳の占める割合が最も高く、２５～３９歳で全体の９割弱を占める。

出典：厚生労働省「人口動態統計」
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（１）出生数

１ 本市の少子化の現状について
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

相模原市（厚労省） 1.28 1.33 1.23

神奈川県（厚労省） 1.31 1.27 1.30 1.31 1.31 1.39 1.36 1.34 1.33 1.28 1.26 1.22 1.17 1.13 1.08

東京都（厚労省） 1.12 1.06 1.09 1.13 1.15 1.24 1.24 1.21 1.20 1.15 1.12 1.08 1.04 0.99 0.96

全国（厚労省） 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20 1.15

相模原市（市試算） 1.31 1.30 1.33 1.32 1.31 1.34 1.30 1.30 1.32 1.23 1.24 1.21 1.13 1.07 1.05
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合計特殊出生率は、
少子化の度合いを把握
する指標の一つであり、
その年の１５歳～４９歳の
女性年齢別の出生率を合計
したもの

〇市独自の試算では、２０２４年で１．０５となり、２０２０年から大きく減少している。
○これまでは国や県の公表値を活用していたが、最新状況を把握することを目的に、今後は

市独自による合計特殊出生率も算出して活用していく。（毎年９月頃に前年度分を算出）

１ 本市の少子化の現状について

４※使用しているデータが異なるため、算出主体により数字は異なる。

（２）合計特殊出生率

全 国

東京都

神奈川県



〇「少子化対策地域評価ツール」を活用した県内比較では、第２子の出生率の低さを
課題としていたが、直近の本市の状況では、第１子の合計出生率の低下も課題である。

１ 本市の少子化の現状について
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〇独自試算していない政令指定都市は、本市を含め２０市中３市のみである。

１ 本市の少子化の現状について

６

No. 自治体名 独自算出 最新年度 合計特殊出生率
1 札幌市 ○ R5 0.96 
2 仙台市 ○ R5 1.05 
3 さいたま市 ○ R5 1.19 
4 千葉市 ○ R6 1.07 
5 横浜市 ○ R5 1.12 
6 川崎市 ○ R5 1.14 

7 相模原市 ×
R2

（R6）
1.23

（1.05）
8 新潟市 ○ R5 1.19 
9 静岡市 ○ R5 1.17 
10 浜松市 ○ R5 1.27 
11 名古屋市 ○ R5 1.20 
12 京都市 ○ R6 1.01 
13 大阪市 ○ R5 1.04 
14 堺市 ○ R5 1.07 
15 神戸市 × R2 1.27 
16 岡山市 ○ R5 1.30
17 広島市 ○ R6 1.25 
18 北九州市 ○ R6 1.37 
19 福岡市 × R2 1.20 
20 熊本市 ○ R5 1.32 

出典：各自治体ホームページ公表情報より

（３）指定都市における合計特殊出生率の独自試算の状況



（４）総合計画（本テーマの目標達成に向けた実績）

68.9 57.3 57.9 61.0 —

目標値(％) — 68.0 70.0

実績値(％) 66.0

中間目標

R5
R6年　度

基準値
R3 R4

最終目標

Ｒ元 R9

目　標 子どもを生み育てやすい環境が整っていると感じる市民の割合

目　標 幼児教育・学校教育が充実していると感じる市民の割合

基準値
R3 R4

最終目標

Ｒ元 R9

中間目標
R6

R5
年　度

60.0

実績値(％) 54.6 60.6 51.8 51.6 54.7 —

目標値(％) — 57.3

＜今後の方向性＞
各目標の実績値は上昇したものの、中間目標値を下回る結果となっており、自治体での支援

の格差による不公平感や物価高騰、雇用の不安定化など複合的な要因が継続して、実績値に影
響しているものと捉えている。
引き続き、ニーズや課題を継続的に把握・分析し、若年世代及び子育て世代の移住・定住促進

に取り組むとともに、安心して妊娠、出産、子育てができる環境づくりや、仕事と子育ての両立
を支援する取組等を、分野横断的に連携させて総合的に推進する。

＜分 析＞
少子化対策は、中長期的な視点で取り

組む必要があり、令和５年度からは、国・
県の交付金も活用しながら、分野横断的
に連携させて総合的に推進してきた。
実績値の上昇は、子育て世帯への負担

軽減など、取り組んできた事業の効果が
一定程度表れたものと考える。

１ 本市の少子化の現状について
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取組の方向性（R4本部会議で決定）
①子育てしやすい環境づくりを推進

・子どもの居場所づくり

・子育て世帯の負担軽減 など

②仕事と子育ての両立に向けた市内企業へのアプローチを実施

・育児休業等が取得しやすい環境づくり

・出産・子育てを経験しても離職することなく、就労できる環境づくり など

年度ごとの主な 『テーマ』 及び 〜コンセプト〜

第１弾（R6）

『みんなで子育て』

第３弾（R8）

『第２子以降も子育て応援』
第２弾（R7）

『子育てを楽しむ』

『テーマ』 ～コンセプト～

第2子以降も生み育てやすい環境をつくる

子育てのマイナスイメージを払拭する

社会全体で子育てを応援する機運を醸成する

【少子化対策事業】 さがみはら みんなの子ども 応援プロジェクト

目標【令和８年度】 （R5本部会議で決定）
本市の課題である「第２子の出生率」の向上を目指す
※第2子の出生率のみでなく全体の出生率の向上も考慮

２ 少子化対策に係る取組について

◎令和９年度以降の方向性等については、本市の現状を改めて分析するとともに、
現在の取組を踏まえて、令和８年度に検討する。 ８



札幌市 0.42 川崎市 0.51 名古屋市 0.52 岡山市 0.54
仙台市 0.47 相模原市 0.48 京都市 0.44 広島市 0.55

さいたま市 0.53 新潟市 0.49 大阪市 0.42 北九州市 0.55
千葉市 0.50 静岡市 0.53 堺市 0.55 福岡市 0.46
横浜市 0.51 浜松市 0.61 神戸市 0.50 熊本市 0.56

横浜市 0.51 秦野市 0.50 二宮町 0.55

川崎市 0.51 厚木市 0.55 中井町 0.47

相模原市 0.48 大和市 0.54 大井町 0.54

横須賀市 0.52 伊勢原市 0.53 松田町 0.54

平塚市 0.51 海老名市 0.59 山北町 0.51

鎌倉市 0.47 座間市 0.49 開成町 0.63

藤沢市 0.53 南足柄市 0.58 箱根町 0.43

小田原市 0.48 綾瀬市 0.54 真鶴町 0.44

茅ヶ崎市 0.56 葉山町 0.54 湯河原町 0.51

逗子市 0.55 寒川町 0.55 愛川町 0.47

三浦市 0.52 大磯町 0.57 清川村 0.38

＜合計特殊出生率（第２子）＞

内閣官房「地域少子化・働き方指標（第５版）」

※県内市町村は、平成２５年～平成２９年に数値（ベイズ推定値）

〇第２子の合計特殊出生率（少子化対策地域評価ツール）
第１子の合計特殊出生率の偏差値は県内平均を超えているが、第２子・第３子以降は低い状況である。

２ 少子化対策に係る取組について 【参考】

【参 考】政令指定都市との比較

９



≪審議事項≫ ３ 令和８年度 少子化対策事業について

〇検討経過

Ｓｔｅｐ① ＜少子化対策検討会議ワーキング＞
令和８年度のテーマ・コンセプト及び直接的アウトカム指標を念頭に置き、新規・拡充

事業の検討
事業費や制度、事業の大・小を気にせず「こういう支援があったら良いな」「この部分

が本市に足りていないな」「こういった取組があったら面白い」など、構成員が日頃の業
務を通じて、感じ・思っている視点で検討

Step③ ＜少子化対策検討会議＞ ※書面開催
令和８年度のテーマ・コンセプトを念頭に置き、事業の実現性や実効性、各所属の所掌事務等に

おける視点等を踏まえ、本市の少子化対策として必要と考える事業を選択

Step④ ＜事務局（政策課）＞ 選択された事業を客観的に評価

Step② ＜少子化対策検討会議ワーキング＞
構成員と提案のあった事業を５グループに分け検討し、事業化したいものを各グループにおいて

２つ選択

１０



≪審議事項≫ ３ 令和８年度 少子化対策事業について
（１）プレコンセプションケア（※）の普及啓発 及び 妊娠前の健康管理支援

（※性別を問わず、性や妊娠に関する正しい知識の普及を図り、健康管理を促す。）

ライフステージに応じた健康管理や、子どもを望む方への支援を効果的に図るため、民間事業者と連携
した取組を実施する。なお、プレコンセプションケアについては、庁内関係課との情報共有を活性化させ、

分野横断的に実施していく。

〇対象者
妊娠・出産を含めた性や健康に関心を持つ方や関心を持っていただきたい方

〇運用方法
民間事業者の提供するスマホアプリを活用
（「さがプリコ(母子健康手帳アプリ」とあわせて、

思春期以降の方々に対し、切れ目のない健康支援を強化）

〇スケジュール（予定）
令和８年夏頃 配信

〇提供内容
１.普及啓発
妊娠・出産を含めた健康管理や不妊･不育に関する正しい知識子育て世帯に対する本市の支援策 など

２.相談支援の強化
現状「月1回の電話相談・面談」 ⇒ 充実策「２４時間の相談体制」 ※横浜市､横須賀市では既に導入済み

（２）子育てにやさしい公共施設づくりの拡充
保護者が安心して子どもを連れて来庁できるよう、今年度に実施した「キッズコーナー」及び「貸出用

ベビーカー」に続き、「授乳室」 を公共施設に設置する。
設置にあたってはスペースの確保や施設管理者との調整が必要となることから、設置可能なものから

順次取り組み、段階的に拡充させ、全公共施設での設置を目指す。

〇設置場所
・本庁舎 １階、 南区役所 １階（各１か所）
・図書館、大野図書館、橋本図書館(各１か所)

〇実施するもの
ボックス型授乳室の設置

〇スケジュール（予定）
令和８年４月～５月頃 設置

１１



≪審議事項≫ ３ 令和８年度 少子化対策事業について

子どもの居場所づくり 子育てＤＸの推進

朝の居場所づくり（こども・若者未来局）

小学校の一部スペースを登校時間前に開放す
るなどして、児童を見守れる環境を作り、児童
の安全の確保・子育て世帯の負担軽減を図る。
（モデル事業）

メタバースの導入（教育局）

すべての児童生徒が安心して過ごせる、魅力
ある温かい学校づくりの推進を前提とし、「若あ
ゆ・やませみ」が再現されたメタバース空間にお
いて、多様な学びの場を確保し、個々の状況に
応じて学べる環境整備を図る。

１．こども医療費助成制度の拡充（こども・若者未来局）

令和６年８月に対象を高校生世代まで拡充し実施しているこども医療費助成制度について、子育
て世帯の負担軽減等の観点を踏まえ、助成対象等を見直す。
（高校生世代の所得制限及び中学生以上の一部負担金撤廃） ※令和９年４月から実施（予定）

２．市立児童クラブの受入れ年齢の拡大（こども・若者未来局）

近年の共働き家庭の増加等、子どもたちを取り巻く社会環境が変化する中で、全ての子どもた
ちが安全・安心に過ごせる放課後の子どもの居場所の確保を総合的に進める必要があることから、
受入れ年齢をできるだけ早期に６年生まで拡大する。

３．修学旅行費の保護者負担の軽減（教育局）

保護者負担額の大きな修学旅行費用について、費用の高騰が継続していることから、今年度と
同様に一部の費用を公費で負担する。

子育て世帯の負担軽減

〇令和８年度から新たに位置づける事業

１２



区 分 令和８年度の取組（案）
想定事業費（Ｒ８当初）

2,051百万円

社会全体で子育てを
応援する機運醸成
（５事業）

・子育て応援パスポートの実施 ・学校生活支援員制度の充実
・子育て応援条例の推進
・さがみはら津久井産材を活用した出生届出時プレゼント
〇プレコンセプションケアの普及啓発 及び

妊娠前の健康管理支援【新規】

39,707千円

子どもの
居場所づくり
（５事業）

・子どもの施設使用料等の無料化 ・子育て応援公園の整備
・子どもの遊び場事業 ・子育て広場事業
〇朝の居場所づくり【新規】

837,566千円

子育て世帯の
負担軽減（９事業）

〇こども医療費助成制度【拡充】
（高校生世代の所得制限及び中学生以上の一部負担金撤廃）

・さがみはら休日一時保育事業
・父親の育児力の向上事業 ・産後ケア事業の充実
〇子育てにやさしい公共施設づくり【拡充】
・学校給食費の一部無償化
・低所得者世帯及び多子世帯を対象とした学習塾代の支援
〇市立児童クラブの受入れ年齢の拡大【新規】
〇修学旅行費の保護者負担の軽減【新規】

1,003,463千円

子育てＤＸの推進
（２事業）

・電子母子健康手帳アプリ事業
〇メタバースの導入【新規】

53,063千円

仕事と子育ての
両立支援（３事業）
【雇用促進対策連携事業】

・認定取得企業支援事業（くるみん認定取得支援）
・保育士等人材確保推進事業
・多様な働き方促進事業

17,493千円

若者支援（３事業）
・結婚新生活・移住定住支援事業 ・出会いの機会創出事業
・若い世代のライフデザイン支援事業

38,937千円

住宅施策（１事業） ・子育て世帯等中古住宅購入・改修費補助事業 60,000千円
１３

≪審議事項≫ ３ 令和８年度 少子化対策事業について



中山間地域対策検討会議における
取組について

令和７年１１月２８日（金）
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次 第

１ 令和８年度以降の中山間地域対策事業の取組について
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ライフスタイル
自然に囲まれた生活空間を生かした
豊かなライフスタイルの提案

ビジネススタイル
中山間地域の特性を生かした
新しいビジネススタイルの提案

地域コミュニティの充実世代間交流の促進

関係人口の拡大・地域に関わるファンの拡充
（中山間地域に再訪＆地域の課題解決・振興に関わる人材の育成・確保）

起業・創業・事業継承

持続可能な農林業

色々な働き方（テレワーク、
ワーケーション等）の推進

観光振興（体験コンテンツ、
マイクロツーリズム）

地域循環共生圏の確立

ＳＤＧｓの実現

情報発信

空き家等
遊休資産活用

移住等の促進

地域資源の更なる磨き上げ

持続可能な交通環境の整備

防災・鳥獣被害対策

医療・福祉の充実

教育・子育て環境の充実

歴史・文化 自然

中山間地域

都心
中央区、
南区等

森のイノベーションラボＦＵＪＩＮＯ
地域と都内を繋ぐハブ

関係人口の創出と持続可能な
地域づくりの一端を担う

将来にわたり安心して暮らせる環境づくり多様な主体との連携・協働

3

★中山間地域対策事業について（取組のイメージ）



モデル地区：青根

モデル地区：小原

●中山間地域の特徴・課題
他地域に先行して人口が減少している
また、年少・生産年齢人口の割合が低く、
高齢者人口の割合が高い
↓
地域活性化やコミュニティの維持によ
り人口減少を緩やかにし、持続可能な
地域づくりを目指す

！新たな課題！
・人口減少スピードが想定より早い
・かなちゅうによるバス路線廃止検討

・中山間地域の診療所の再編 など

（継続・拡充）①移動支援パッケージ
（新規・拡充）⑨ブレジャー推進事業
（継続）⑩道の駅の設置検討

★令和８年度以降の中山間地域対策事業について

（継続・拡充）⑪中山間地域振興モデル地区推進事業

主な新規・拡充等事業
4



5

（継続・拡充）①移動支援パッケージについて

中山間地域における
交通モード再編実証運行事業

・乗り合いタクシーの運行エリアの拡大
・AIシステム活用による効率的な配車の実施

介護予防事業送迎
けんこう号の運行

・介護予防事業へ参加する団体向けの送迎

地域おでかけサポート推進事業
・外出困難な高齢者や、障害のある方の移動支
援を行う地域のボランティア団体への支援

シニア世代や
社会的弱者にも
暮らしやすい

中山間地域の実現

移動支援ブックの
活用
・移動手段一覧やその使い方を
まとめて地域に配布

津久井地域福祉
有償運送事業者支援

・津久井地域で福祉有償運送を実施す
る団体を支援



津久井エリア

・R7年度までブレジャー
としてコンテンツ等造成
・神奈中バスの一部路線廃
止に伴う観光客への対応が
必要

・観光のための受入環境整備

観光バスの運行

藤野エリア

・藤野駅～和田までの観光バスの運行及
び駐車場整備によるハイカー対応

観光トイレの整備（太井）
・和式、扉なしとなっているトイレ洋式
化及び快適トイレへの移行

津久井湖観光センターの再整備

・県から移譲された観光センターの除却、仮設
店舗設置、民間事業者公募等による再整備

・津久井の偉人である尾崎咢堂の大型
横断幕を設置することによる集客

大型横断幕の設置

（新規・拡充）⑨ブレジャー推進パッケージの取組について

エリア拡大

6



（継続）⑩魅力発信・交流拠点推進パッケージ（道の駅の設置に向けた取組）について

◆令和８年度の取組

Ｒ６ 設置可能性調査 実施

Ｒ７ 候補地のうち上位３か所を評価
３か所をベースにした
基本的な考え方（方針）を整理

Ｒ８～９ 基本計画等の策定ほか

Ｒ１０～
工事、管理運営手法の検討・決定、登録手
続き等
※新築or改築で工期は１～３年
程度幅有

「道の駅」オープン

令和８年度の取組
●多様な主体との対話
の実施
●候補地検討・決定
●基本計画（案）の作成
に向けた取組

想定スケジュール

7

◆令和７年度までの取組状況
５か所で「道の駅」設置の可能性が見込まれる
→候補地のうち上位３カ所（②、③、⑤）を評価
→３か所をベースにした基本的な考え方（方針）を整理する

※ 前面道路交通量、商圏分析、関係者ヒアリングなどから抽出



8
※地図は「青根地域観光活性化委員会」が2020年に制作したもの

③青根緑の休暇村いやしの湯
→再生可能エネルギー利用促進の観
点から、木質バイオマスボイラーを設
置し、いやしの湯の運営に必要なエネ
ルギーを供給する（チップの調達・製
造体制は調整済）

①緑の休暇村センター等市有３施設周辺
→市有３施設の再整備・利活用による地域活性化
を議論する作戦会議（WS）を実施し、市有３施設の
在り方を含めた周辺の今後の再整備や運営の方向
性について検討した（地域振興策に位置づける）

②旧青根中学校・青根小学校周辺
→民間事業者と協定を締結し、中学校をホ
テルに改装し、周辺の山林や田畑を活用し
た体験プログラムを実施する「林間リト
リート構想」の実現に向けて調整中

エリアを軸とした
地域振興

（継続・拡充）⑪中山間地域振興モデル地区推進パッケージ：青根地域での取組について

R9R8R7

スケジュール ②事業者調整・賃貸借契約
①振興策に基づく事業の実施
②事業者調整・施設修繕

①地域振興策の策定に向けたWSの実施・地域振興策策定
②事業の実施に向けた民間事業者との調整ほか
③バイオマスボイラー導入に向けた入札・チップ貯木場の整
備などの実施



地域と共に決定したコンセプト「自然と歴史の入口として、地域と来訪者がつながるおもてなしの拠点」を元に、
小原の郷のリノベーションほかを２期に分けて実施し、交流人口・関係人口の増加につなげる

第１期
（令和８年度）

第２期
（令和９年度予定）

①建物本体の改修 ②トイレの新設 ③門/塀の撤去

④外構／灯篭 の改修 ⑤駐車場の整備 ⑥芝生広場の整備

拠点（施設）を軸とした地域振興

9

（継続）⑪中山間地域振興モデル地区推進パッケージ：小原地域での取組について

R9R8R7

スケジュール ・施設の機能拡充（④、⑤、⑥）
・全面リニューアル

・リノベーション（①、②、③）
・一部リニューアル、指定管理者募集・選考

・基本設計、実施設計
・改修後の管理運営方法の整理（指定管理）
・地域と連携したソフト事業の実施

（飲食・物販スペースの新設）



想定事業費
1,127百万円

令和８年度の取組（概要）区 分

188,601千円

・津久井地域移動支援サービス事業運営費補助金交付事業、高齢者等移動支援事業、相
模原市地域おでかけサポート推進事業
・移動支援ブックの活用
・中山間地域の交通モード再編事業（乗合いタクシー実証運行の拡大ほか）【拡充】

①移動支援パッケージ

3，070千円・野生鳥獣対策事業（ドローン、広域防護柵、ヤマビル対策）②鳥獣被害対策パッケージ

28，171千円・訪問型オンライン診療事業 ・中山間地域の診療所再編事業③医療提供体制パッケージ

0千円・放課後児童健全育成事業（中山間地域の市立児童クラブの対象年齢拡大検討）④放課後の子どもの居場所パッケージ

9,903千円・ワーケーション推進事業⑤ワーケーション推進パッケージ

301,200千円・週末森林体験講座 ・木質バイオマスボイラー導入事業⑥森林活用推進パッケージ

12,210千円・里まち移住・定住促進事業 ・家財処分補助金制度【新規】
⑦移住・定住促進（里まち移住）パッ
ケージ

3,500千円・緑区特設サイト中山間地域魅力発信事業（すもうよ緑区）⑧情報発信パッケージ

195,324千円・津久井湖観光センター再整備 ・大型横断幕の設置・観光トイレの改修 ・観光バス【新規】⑨ブレジャー推進パッケージ

528,087千円
（再掲あり）

・道の駅の設置可能性調査検討 ・宮ケ瀬湖の湖面活用可能性等の検討【拡充】
・中山間地域の主要観光拠点施設等のあり方・機能強化の検討
・ローカル10，000プロジェクトを活用した事業の実施

⑩中山間地域における魅力発信・交流
拠点パッケージ

615,826千円
（再掲あり）

・青根地区の取組（市有施設を活用した事業の実施、旧青根中学校利活用事業等）【拡
充】
・小原地区の取組（小原の郷のリノベーション）

⑪中山間地域振興モデル地区推進パッ
ケージ

29,088千円・森のイノベーションラボFUJINOの運営 ・地域おこし協力隊（第２隊）の導入【拡充】⑫森ラボ交流促進パッケージ

中山間地域対策事業の想定事業費について
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雇用促進対策検討会議

における取組について

令和７年１１月２８日（金）



次 第

１．雇用促進対策事業における現状と課題

２. 令和８年度以降の雇用促進対策事業
について

１



「目指す姿」
市内就業者人口の増加に向けた雇用環境の好循環創出

就労の対象となる世代は一定数いる
・２０～３０代の人口維持、転入超過等（※）

非正規雇用割合が高い市内企業の人手が不足している

情報・機会の不足 就労環境の整備雇用の場の不足

市内就労割合が低い

新たな働き方環境の充実
（労働力発掘）

就労支援・マッチング強化
（採用力）

事業成長支援
（魅力創出）

目標

現状

課題

コンセプト

１.雇用促進対策事業における現状と課題

２

※令和元年以降、５歳ごとでは「２５～２９歳」で転出超過の年があるが、１０歳ごとでは「２０歳代」、「３０歳代」ともに転入超過に
ある。




